
事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート
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評価指標

事業の計画・内容
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整備内容 運営体制
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事業費（人件費除く）の財源内訳

建設用地

　

26,000

28,160 178,600

175,000

36,400

　

77%
実績 77%
目標 100%
実績 100%

82%
目標

実績

目標

実績

(千円)

老朽化した消防車両を計画的(消防ポンプ車16年、救急車8年）に更新配備する必要がある。
東南海、南海地震等の発生を考慮し緊急に実施する必要がある。

車両の更新配備により機動力が向上し、災害現場で有効に活動することができる。
耐震工事により大規模地震に備えることが可能となる。

計画どおり救急車の更新配備及び南消防署庁舎の耐震診設計・改修工事を実施することができた。

耐用基準内の車両台数÷車両台数

耐震診断、耐震設計、耐震工事それぞれを
３分の１とする

　　％

　　％
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事業の成果を測る指標
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24

(内線)

計
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(阿山分署更新）
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2
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28,000

車両、医療機器など一定基準の整備が必要な事から軽減は見込めない。

(千円)

平成２４年度 計画内容
事 業 内 容

26,000
(大山田分署更新）

5,596

　委託先

平成２１年度 計画内容平成２０年度 決算内容

3

建設用地

建設面積（延床面積）

規模・構造

1

総事業費 千円

配置（予定）人員 人

4
年間運営費

Ⅲ

対象等（何を、誰を）

消防車両
南消防署庁舎

（※対象件数

根拠法令・要綱等 地震防災対策特別措置法

千円

２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 単独 事業類型

南消防署庁舎耐震設計及び耐震工事業務を行った。 耐震工事を施工することにより、大規模地震に備えること
ができる。
老朽化した車両を年次計画的に整備することにより、災
害現場で有効に活用することができる。

(千円)
救急車
(丸山分署更新）

式
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金  額

1

（Ａ）

事業投入人員

進捗率
(％)

事      業      費

1

　

診断業務委託

南消防署庁舎耐震

平成１９年度 決算内容

耐用基準内での整備ができる。
基準値以上の耐震強度が得られる。

(千円)

運営主体

　
事 業 内 容 数量

平成２３年度 計画内容平成２２年度 計画内容

1

　式 1,481
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人件費（Ｂ） 人 0

27,807

　

27,807 5,596

人件費（Ｂ）

27,807事業費計(A) 事業費計(A)Σ 241,322
　

人 2,1600.5

事業費計(A)
　
事業費計(A)

　

人件費（Ｂ）

　
Σ
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台
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0.8
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人 5,760人件費（Ｂ）

58,760
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(阿山分署更新）

消防ポンプ自動車

（CD-Ⅰ型）
（東署更新）
（CD-Ⅰ型）

消防ポンプ自動車 1 台

0.3 人 2,160 人件費（Ｂ）

台
（中署更新） 　

26,000

南消防署庁舎耐震改修工事進
捗率

　

消防費

　 　

　 (千円)
1

各消防車両の更新整備率

消防施設費

消防施設整備事業

防災基盤整備事業

６・１

　 Σ

総合評価 事業の方向性

はしご車

事 業 内 容 数量 金  額 事 業 内 容単位

(西分署更新）

　

243,482

事業費計(A)

人件費（Ｂ）0.3

事業費計(A) 　
　

(丸山分署更新）

評価項目 ポイント

台 台救急車 1

25,000

数量 金  額単位 事 業 内 容 数量 金  額

評価項目についてのコメント

改善についての取り組み

　

77%

77%

33%

33%
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東消防署庁舎

消防ポンプ自動車

（CD-Ⅰ型）

175,000
　 　

3,600

　

　 Σ
　

地域活力基盤創造交付金
25,000千円＊1/2(消防ポンプ自動車）
防災対策事業債　　90％
市町村合併特例債(庁舎用地）　95％

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

地域活力基盤創造交付金
28,000千円＊1/2(救急車）
防災対策事業債　　90％

22,822

地域活力基盤創造交付金
25,000千円＊1/2(消防ポンプ自動車）
防災対策事業債　　90％

市町村合併特例債 95%
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25,0001 台
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会計

項
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795-2
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事業名

基　本
施　策

細目

細々目

款

コード

防災基盤消防車両等整備事業

火災を防ぎ、市民の命を救う
目

消防体制の強化

コード 名            称

01

09

一般会計

消防費

02

01

03

101

100%

H２２

A 現状維持

目標値

目標 ―

目標

実績

目標

実績

実績 実績

目標

目標値

―
実績
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南消防署庁舎耐震

整備事業

活動指標 単位
実績値

H1９ H２０ H２１ H２２

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


